
 

北杜市公告第５９号 

 

北杜市放課後児童クラブ入退室管理システム導入業務に係る公募型プロポーザル 

の手続開始の公告 

 

 次の北杜市放課後児童クラブ入退室管理システム導入業務について、公募型プロポーザ

ルにより受注者を選定するので公告する。 

 

 

令和８年４月１７日 

 

北杜市長 大 柴 邦 彦  

 

１．業務名称 
北杜市放課後児童クラブ入退室管理システム導入業務  

 

２．事業概要・目的 
小学校、保育園等のＩＣＴ環境の整備が進み、学習機会や保護者への連絡方法など、

ＩＣＴを活用した運用とされているところである。しかしながら、同じ児童、保護者が

利用する放課後児童クラブにおいては、ＩＣＴの導入が遅れている。 
この状況から、本市の放課後児童クラブにＩＣＴ環境を整備し、児童の入退室管理、

保護者への児童の入退室のリアルタイムな連絡や通知など、児童、保護者が快適な利用

ができる仕組みを構築するとともに、児童の利用状況、報告業務等のシステム化により、

児童の安全確保及び事務作業の効率化や利便性の向上を図ることを目的に、入退室管

理システムなどの導入をするものである。 
本事業の目的を達成し得る、最も優れた事業者を選定するためには、価格のみによ

る競争によらない、事業者の有するシステム構築能力、技術力、サポート体制、およ

び同規模自治体における実績などを総合的かつ多角的に評価する「公募型プロポーザ

ル方式」を採用することが最適であると判断するものである。 

 
３．業務内容  

「北杜市放課後児童クラブ入退室管理システム導入業務仕様書」のとおりとし、市ホー

ムページを参照すること。 
 

４．参加資格要件 
本プロポーザルに参加できる者は、以下の全ての条件を満たす者とする。  

①北杜市入札参加者名簿（物品・役務提供等）に登載された者であること。ただし、       
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本業務の特殊性を考慮し北杜市入札参加者名簿以外の者の参加も認めることとする。 
②地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当し

ない者であって、同条第２項の規定に基づく本市の入札参加制限を受けていない者

であること。 
③「北杜市物品購入等契約に係る指名停止等措置要領」の規定に基づく指名停止の措置

期間が含まれていない者であること。 
④北杜市暴力団排除条例（平成２４年条例第２９号）第２条の規定に基づく暴力団員等

又は暴力団員等と密接な関係を有する者でないこと。 
⑤会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てがなされて

いる者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成１１年    
法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立てがなされている者（再生手続開

始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 
⑥手形交換所による取引停止処分を受けてから２年を経過していない者でないこと。 
⑦プロポーザル実施前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。 
⑧納付すべき国税及び地方税の滞納がないこと。 
⑨本業務に関する十分な実績と能力を有し、提案から構築作業、システム稼働後の運用

保守について一貫して行うことができること。また、その体制を設けることができる

こと。 
⑩参加事業者及びシステム開発事業者が、プライバシーマーク、ＩＳＭＳなど電子自

治体構築に関連する認証を取得していること。 
⑪個人情報の保護にあたっては、必要な情報セキュリティ対策を講じること。具体的

な対策については、「仕様書 ４．信頼性等について」を参照すること。 
⑫個人情報の取り扱いについては、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第

５７号）をはじめとする各種法令及び市が定める「個人情報取扱特記事項」を遵守

するとともに、「仕様書 ５．個人情報の保護に関すること」を参照すること。 
 

５．受注者の選定方法   
本業務の受注者（以下「事業者」という。）の選定は、本業務の目的および内容に

最も合致する最適な提案を行った者を選定するため、公募型プロポーザル方式にて

「北杜市北杜市放課後児童クラブ入退室管理システム導入業務に係る公募型プロポー

ザル実施要領」により実施する。要領は市ホームページを参照すること。 

公募型プロポーザルは、「北杜市プロポーザル方式の実施に関する事務処理要領」

に基づき、審査委員会を設置して公正かつ厳正な審査を行う。審査委員会は、評価基

準に基づき応募事業者の中から最も優れた提案を行った１者を特定者として選定し、

当該特定者と協議の上、随意契約を締結する。 

 

６．業務履行期間 
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   契約締結日から令和９年３月３１日までとする。 

（１）システム本稼働日 

本稼働日は令和８年９月１日とする。ただし契約締結後、北杜市と事業者が双方

協議のうえ、本稼働日を確定するものとする。 

（２）運用・保守想定期間 

    システム構築年度の翌年度から５年間 

 

７．提案上限額 
導入業務の提案上限額（ソフトウェア費、構築費、研修費、使用料（７ヶ月分）、諸

経費の総額）は、１，５０５，９００円（消費税含む）とする。また、運用・保守業務

は５年間の長期継続契約（地方自治法２３４条の３）とする。なお、令和９年度以降に

おいて、長期継続契約に係る予算について減額または削除があった場合、当該契約はし

ない解除するものとする。 
 

８．スケジュール  
①公募期間  令和８年４月１７日（金）～令和８年５月２２日（金）午後５時 
②質問締切日 令和８年５月１５日（金） 
③質問回答期日 令和８年５月２０日（木） 
④参加申込期限 令和８年５月２２日（金）午後５時 
⑤提案書類提出期限 令和８年５月２９日（金）午後５時 
⑥企画提案日程通知 令和８年６月２日（火） 
⑦企画提案審査 令和８年６月４日（木） 
⑧審査結果通知 令和８年６月１７日（水） 
⑨契約締結  令和８年６月２２日以降、市が指定した日 
 

９．提出書類・参加手続 
（１）参加申出書（提出期限令和８年５月２２日） 
①参加申出書（様式第１号） 
②参加事業者の概要が確認できる資料 
（会社案内、事業経歴書、システムの導入実績等） 

③国税に未納がない証明書（写） 
④都道府県税に未納がない証明書（写） 
⑤区市町村税に未納がない証明書（写） 

（２）企画提案書（提出期限令和８年５月２９日） 
①企画提案書は、以下の項目に従い作成すること。 

 

北杜市放課後児童クラブ入退室管理システム導入業務 企画提案書記載項目 
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章 項 提案項目 記載要求事項 

１ 提案事業者の概要   

 １ 会社概要 

会社名、所在地、代表者、設立年月、資本金、従業員数（自

治体専従人数）、事業内容、保守サービス拠点、資格保有状

況等 

 ２ 実績 
本業務の対象システムの導入実績、県内におけるシェアの推

移、本業務の遂行に有用な提案事業者社員が保有する資格 

２ システム導入に向けた基本的な考え方 

 １ 
導入に向けた考え

方 

本市の課題を踏まえ、システム導入の目的や課題解決のビジ

ョン 

３ システム概要   

 １ システムの全体像 システムの全体概念図、システムの特徴等 

 ２ 
システムの稼働形

態・方式 

システムの稼働形態（画面遷移や利用面の特徴についても実

績を踏まえて説明）・方式 

 ３ システムの機能 システムの機能、アピールポイント 

４ 
システム構築プロジェク

ト管理 
  

 １ スケジュール管理 契約締結後からシステムの本稼働に至るまでのスケジュール 

５ データ移行   

 １ データ移行手法 データ移行の手法、職員の負担内容 

 ２ データ移行役割 データ移行スケジュール、提案事業者と本市の役割 

６ 運用サポート・保守   

 １ 運用サポート体制 本稼働後の運用サポート体制 

 ２ 運用サポート内容 
本稼働後における運用・保守内容（訪問サポートの頻度、ヘ

ルプデスクなどサポート体制） 

 ３ 
障害発生時の対

応・体制 
システムに障害が発生した場合の対応方法と体制 

 ４ サービス品質保証 サービス（システム）の品質を維持するための取り組み 

 ５ 
運用・保守業務に

係る経費 
５年間の運用・保守に係る経費の総額及びその内訳 

７ システム操作研修   

 １ 職員への研修手法 
必要なマニュアルの作成、職員への操作研修の実施内容、回

数 

８ 情報セキュリティ対策   

 １ 
情報セキュリティ

体制 
提案事業者の情報セキュリティ体制 
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 ２ 
システムのセキュ

リティ機能 
職員のセキュリティ対策を支援する機能 

 ３ 情報漏洩防止 物理的、技術的、人的 

９ 災害・障害対策   

 １ 
データバックアッ

プ 
データバックアップはいつ、どのように、実施するか 

１

０ 
その他   

 １ 
契約終了時のデー

タ移行 

契約終了時にシステム運用・保守を延長する場合の費用等及

び延長可能期間 

契約終了時に他システムへ移行する場合の経費、データ引き

渡しについての対応及び考え方 

 ２ 追加提案 仕様書に示した要件以外で、特に有効と思われる提案 

 
②企画提案書は、Ａ４判用紙両面印刷にて、３０頁以内で作成すること。なお、表紙

及び目次は頁数に含めない。また、図面等補足資料についてはＡ３判用紙を使用し

てもよいこととする。 

③目次を作成し、インデックス貼付のうえ、ページ番号を付すこと。 

④文字の大きさは１０ポイント以上とすること。 

（３）提案見積書及びシステム使用料見積書（参考）（提出期限令和８年５月２９日） 
① 提案見積書には、様式第２号を使用し、ソフトウェア費、構築費、研修費、使用

料（７ヶ月）、諸経費を記載すること。また、別紙「システム機能要件書」に記載さ

れた機能を整備するために必要な費用（代替案又はカスタマイズで対応する費用）

も含めること。 

② システム使用料見積書（参考）には、様式第３号を使用し、５年分（内訳１年

分）の使用料・保守費を記載すること。 

③ 提案上限額を上回っていないことの確認が容易に行えるよう作成すること。 

（４）機能要件書（提出期限令和８年年５月２９日） 
別紙「システム機能要件書」の要件ごとに以下の基準にて回答すること。 

項目 機能項目 回答内容 

機能要件 
対応状況欄 

パッケージの標準機能として実現可能 〇 

代替案又はカスタマイズで対応 △ 

対応不可 × 
なお、「代替案又はカスタマイズで対応」の項目がある事業者については、提案見

積書の金額に当該費用を含むものとする。 

（５）提出方法  
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持参または郵送で提出すること。なお、持参の場合は事前に電話連絡のうえ午前９

時から午後５時の時間内に提出すること。郵送で提出する場合は提出期限日の午後５

時必着とする。 

（６）提出部数 
企画提案書、提案見積書、機能要件書については、ファイリング又は簡易的に製本 

したものをそれぞれ９部提出すること。 

 

１０．提出書類及び著作権等の取り扱い 
①提出された企画提案書等の著作権は、元来第三者に帰属するものを除き、それぞれ

の提案者に帰属するものとする。提案書の中で第三者の著作物を使用する場合は、著

作権法（昭和４５年法律第４８号）に認められた場合を除き、当該第三者の承諾を得

なければならない。この場合において、第三者の著作物の使用に関する責は、使用し

た提案者にすべて帰属するものとする。 
②提出された書類は一切返却しないものとし、審査以外の目的に使用しない。 
③提出期限以降は、提出された書類の追加、差し替え、訂正等はできない。 
④企画提案書の提出は、１者につき１案とする。 
⑤提出書類の公開については、北杜市情報公開条例（平成１６年条例第１２号）に基づ

き処理する。 
 
１１．質疑応答 

（１）受付方法 
本プロポーザルに関して疑義がある場合は、次の提出期限内に質問書（様式第４

号）を電子メールにて提出すること。なお、質問書を送信した場合は、その旨の電

話連絡を行うこと。口頭による質問、審査に係る質問は受け付けない。指定の方法

でない場合、明らかに参加資格を満たしていないと認められる場合には、回答しな

い。 

（２）提出期限 
令和８年５月１５日（金）午後５時まで。 

（３）回答方法 
質問に関する回答は、受付の翌日から起算して３日以内（休日を除く）に、北杜

市ホームページに掲載する。 

 

１２．説明会の開催 
 説明会は開催しない。本業務に関しての質疑は、質問書により問い合わせること。 

 

１３．審査方法と配点 
（１）審査選定機関 
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事業者の選定は、「北杜市放課後児童クラブ入退室管理システム導入業務公募型プ

ロポーザル審査委員会（以下「委員会」という。）」を設置し、非公開で行うものと

する。 

（２）審査項目と配点 
   審査は、機能評価、見積価格評価、企画提案評価の３項目にて行う。各評価項目の配

点は以下のとおりとする。 
審査項目 配点 

書類審査 
機能評価 ４０点 

見積価格評価 ２０点 

企画提案評価 ４０点 

合計 １００点 

   本システムの評価にあたっては、児童入退室管理、保護者連絡、および本部管理の各

機能を重視し、児童・保護者・職員の誰もが容易に操作できる操作性を確保すること。

また、付加機能として職員の勤怠管理が可能であることを想定している。セキュリティ

面については、クラウドセキュリティにおける最高水準の安全性を維持できることを

必須要件とする。 

（３）書類審査 
   書類審査による絞り込み 

応募者が３者を超えた場合、子育て政策課において、書類審査評価点の合計が高

い順に３者を企画提案評価の対象とする。この場合において、同点者が２者以上あ

るときは、機能評価点の高い順に選定する。 

（４）企画提案評価 
① 実施日時 

令和８年６月４日（木）午後１時３０分 実施予定 

※実施日時の詳細については、別途参加者に通知する（応募者が３者を超えた

場合、書類審査結果についても併せて通知する。） 

② 会場 

北杜市役所 本庁 西館会議室（北杜市須玉町大豆生田９６１番地１） 

③ 実施時間 

企画提案は１提案者あたり３０分以内とし、企画提案終了後に質疑応答の時間

を１５分設ける。（割当時間内に企画提案、必要に応じてデモンストレーション

等を行う。時間配分は任意とする。） 

④ 企画提案 

企画提案書の内容、順序に沿って評価を行う。 

⑤ 評価及び採点 

審査委員が対象事業者毎に行い、審査委員会の事務局がこれを集計する。 
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⑥ 出席人数 

出席可能人数は３名以内とする。 

⑦ プロジェクターを使用する場合は、パソコン（ＨＤＭＩ出力できるもの。）を持

参すること。スクリーン及びプロジェクターは北杜市において用意する。 

⑧企画提案評価の内容及び順序 

 〇システム導入に向けた基本的な考え方 

応募事業者が本市の課題や本業務の目的をどの程度深く理解しているか、そし

てその課題解決に向けた基本的な姿勢と方針を評価する。事業者は、機能説明だ

けでなく、放課後児童クラブで抱える課題をどのように捉えているか、その課題

解決向けて、提案するシステムがどのように役立つか、他社との優位性も交えて

説明する。 

    【ポイント】 

・課題分析 本業務の目的や本市が抱える課題の認識及びその評価。 

・課題解決策・方針 システム導入による、業務効率化、適正化のビジョン。 

・優位性 自社提案の優位性及び差別化。 

    〇システム構築・管理 

契約締結からシステム稼働までの工程を確認し、確実かつ円滑にプロジェク

トが進められるかという実行力を評価する。応募事業者は、契約締結後から安

定稼働までのスケジュール管理、リスク管理、計画といった項目を説明し、プ

ロジェクトを確実に成功させるための体制やアプローチを説明する。各社の経

験やノウハウが最も現れやすく、その差が明確となる。 

    【ポイント】 

     ・スケジュール システム導入のスケジュール。 

・コミュニケーション 本市職員との連絡・協議等の体制。 

・実施体制 スタッフ、責任者及びその役割。 

・リスクコントロール 仕様変更やトラブルが発生した場合の対応方針等。 

・市側の行動 プロジェクトの各工程で、本市側に必要とされる行動。 

   〇運用・保守・サポート体制 

システム稼働後の安定性と、長期的な利用を支える支援体制を評価する。職員へ

の操作研修手法、ヘルプデスク、保守体制の対応など、システムを安全かつ円滑に

運用するための支援体制に関する内容。サポート体制の手厚さや、長期的なパート

ナーとしての信頼性も評価する。 

        【ポイント】 

    ・受動的サポート 日常業務における職員からの問い合わせに対する体制。 

・能動的サポート 重要な処理や制度改正等におけるサポート内容及び体制。 

・リスク・トラブル対応 システムの障害発生時のリカバリ対応と所要時間。 

・マニュアル等 システム運用に必要なマニュアル等。 
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・研修 本市職員向けに行う研修の内容、回数、期間等。 

 

１４．欠格事項 
参加者が次の各号いずれかに該当するときは、失格とする。 

①参加資格要件を満たしていないとき。 
②提出方法、提出先及び提出期間に適合しないとき。 
③実施要領等に示された条件に適合しないとき。 
④虚偽の内容が記載されているとき。 
⑤その他審査の公平さに影響を与える行為があったと認められるとき。 

 

１５．特定者（最優秀提案者）の決定  
書類審査（機能評価点及び見積価格評価点）、企画提案評価点を加算方式により採点

し、各審査委員の合計評価点で１位を最も多く得た者を特定者とする。なお、１位が同

数の場合、総合評価点が上位の者を特定者とする。ただし、特定者の決定後、不測の事

態が生じた場合は、次点の評価点を取得した者を特定者とすることがある。 

参加者が１者の場合は、審査において、評価得点が５０点以上であれば、実施要領を

満たすものと判断し、その参加者を特定者として選定する。 

 

１６．審査結果の通知 
審査の結果は、令和８年６月１７日（水）に書面を発送し、通知する。なお、審査結果

に関する質問及び異議申し立ては一切受け付けない。 

 

１７．契約の締結 
 特定者と市で契約を締結するための仕様内容の調整を行い、上限額を限度とし、地方自

治法施行令第１６７条の２第１項第２号により随意契約を締結する。この協議における協

議内容（議事録）については、協議の都度、特定者が取りまとめ、市に了承を得ること。 

 なお、導入業務を一の契約として、運用保守業務を一の業務として締結するものとす

る。 

 特定者と契約締結に至らなかった場合は、次点者と協議を行うものとする。 

 

１８．その他の留意事項  
①本プロポーザルの参加に要した一切の経費は、すべて提案事業者の負担とする。 
②緊急時において、やむを得ない理由等により本プロポーザルを停止、中止又は取り消

すことがある。この場合において、本プロポーザルに要した費用を市に請求すること

はできない。 
③本市から本提案及び構築業務において知り得た情報については、第三者への提供及

び本業務の目的以外に使用してはならない。  
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④その他必要な事項については協議の上、決定する。  
 

１９．担当部署・提出先 
北杜市役所 こども政策部 子育て政策課 子育て応援担当  

〒４０８－０１１８ 山梨県北杜市大豆生田９６１番地１ 

電話 ：０５５１－４２－１３３２ 

ＦＡＸ：０５５１－４２－２３３５ 

メール：kosodate@city.hokuto.lg.jp 


